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中国の次なる戦略： 
第13次五カ年計画 
- 李克強首相「政府工作報告」における
ビジネス概観 

 
 

製造業の低迷、輸出の下落、資本市場の混

乱、債務残高の上昇および外貨準備高の減少

に伴い、中国経済はペースダウンしています。

2015年のGDP成長率は6.9％にまで下落し、過

去25年で最低水準の成長率となりました。また

重要な経済改革では予想とおりの進展が見え

てきません。2016年3月3日、格付機関である

ムーディーズ・インベスターズ・サービスは中国

のソブリン債の格付を「安定（stable）」から「ネガ

ティブ（negative）」に引き下げました。巷では中

国経済はハードランディングするのではないか

との噂が飛び交っていますが、これは本当なの

でしょうか？ 

2016年3月5日、第12期全国人民代表大会第

4回大会にて李克強首相は政府工作報告（以下

「報告」）を発表し、その中で以下の点について

述べました。 

1. 中国におけるこれまでの実績 

2. 経済のてこ入れを視野に入れた政府による
2016年の行動計画 

3. 第13次五カ年計画（2016年～2020年）の
主要課題 

報告の中で述べられた政策の方向性を理解し、

中国ビジネスへの影響と今後を見通すために、

PwCの専門家によるサマリーをお届けします。 

 
2015年の経済成長を振り返って 

国内外の経済の先行き不安と混乱の中で、

中国は2015年の経済成長に関して以下の点で

依然として大きく前進しました。 

GDPが67.7兆元（10.4兆米ドル）に達し、世

界有数の経済大国の中で最も高い成長率

となる前年比6.9％の成長を記録した。 

– 都市部における1,300万件超の新規雇用が
創出され、雇用状況は安定を維持した。 

– GDPに占めるサービス産業の割合が 
初めて半数を超え、50.5％に達した。 

– GDPに対する国内消費の割合がこれまでで
最高となる66.4％に達した。 

– 国民一人当たりの可処分所得が実質ベー
スで7.4％増加し、経済成長率を上回った。 

– GDP当たりエネルギー消費量が5.6％減少
し、省エネおよび排出量削減目標を前倒し

で達成した。 

– イノベーション主導の成長と全産業におけ
るインターネットの普及が加速し、新興産業

が急激な成長を見せた。 

– 外国直接投資の利用が5.6％増の1,263億
米ドルに達し、外国直接投資額で世界3位

にランクされた。 

– 非金融アウトバウンド投資が14.7％増の
1,180億米ドルに達した。 

– メイド・イン・チャイナ・イニシアティブの発足。 
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一方で報告では、輸出入総額の下落、投資の低迷、特定産業における過剰生産能力、地域間の

成長見通しの差異、政府の歳入・歳出の不均衡、および金融産業における潜在的リスク、ならびに

医療、教育、高齢者介護、食品・医薬品の安全、所得配分および都市行政管理など、中国が直面

する多くの課題も認識されています。政府の取り組みには不十分な点もあり、いくつかの改革、方針

および政策について完全な施行に至っていないのが現状です。また政府職員の中には公務を果た

さないまたは職務を全うすることができない、あるいは無責任な行動を取る者が存在することも事実

です。 
 

2016年に向けた政府目標で焦点となる主要分野 

2016年は第13次五カ年計画の初年度であり、「2020年までに2010年水準の一人当たりGDPおよび

個人所得の倍増」および「全面的な小康社会」を2020年までに創造するという中国の目標達成に向け

た適切な姿勢を打ち出すという点で特に重要な一年であると言えます。 

報告によると、2016年の主な発展目標は以下のとおりです。 
 

 
GDP成長率 6.5％～7％ 

 

 

CPI増加率 約3％ 
 

 

都市部の新規雇用の創出 少なくとも1,000万件 
 

 

都市部失業率 4.5％以内 
 

 

財政赤字 2.18兆元 
 

 

GDPに対する財政赤字の比率 3％ 
 

 

M2マネーサプライの成長率 約13％ 
 

 

輸出入の増加 安定的増加 
 

 

国防予算の増加 7.6％ 
 

 

個人所得の増加 経済成長と足並みを揃える 
 

 

GDPの単位当たりエネルギー消費の削減 3.4％超 
 

 

主要汚染物質の排出 さらなる削減 
 

 

 

グローバル経済の低迷と国内の不確実性から、中国政府は過去20年で初めて特定のGDP成長

率に替わり、幅を持たせた目標値を設定することになりました。また同様の理由から、輸出入の数値

目標が廃止されました。昨年、中国政府は貿易について6％の成長目標を設定しましたが、実際に

は輸出入全体では米ドルベースで8％下落し、2016年に入って最初の2カ月でさらに20％減少して

おり、7年ぶりに最低記録を更新しました。 

「始め良ければ終わり良し」のことわざのとおりに、長期的発展目標を達成するためには、中国は次

の5年間で6.5％以上の平均成長率を何が何でも維持しなければなりません。2016年は、経済発展の

刺激が中国政府にとっての最優先事項となります。この過程で、政府は一連の構造改革に取り組む

ことを公に示しています。 

これらを大局的に捉えるために、李首相は報告にて8つの主要課題を強調しました。 

1. 成長推進のための安定的経済政策の維持 

積極的な財政政策 

中国政府は2016年の財政赤字を前年比で5,600億元増の2.18兆元に引き上げることを計画して

おり、これはGDPに対する財政赤字比率が3％に引き上げられることを意味します。財政赤字の内1.4

兆元は中央政府が負担し、残りの7,800億元は地方政府が負担する予定です。政府赤字の増額は

主に減税措置による税収減を補うことを目的としています。 

地方政府の特別債は総額4,000億元に上る予定で、地方政府転換債は発行が継続される予定
です。 

経済指標 2016年目標 
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中国のGDPに対する名目赤字比率は、その
他主用国と比較して低水準に保たれていま
す。２０１４年の主要国のGDPに対する赤字比
率は、米国４．１％、英国5.7％、フランス4.0％、
日本8.8％です。しかし、中国の債務総額は
GDPの280％に達していると見積もられており、
ドイツ（250％）より高く、ギリシャ（320％）および
イタリア（335％）よりも低い水準であると考えられ
ます。短期的にはまだ制御可能な程度である
と考えられますが、新たな赤字により中国経済
にさらなる圧力がのしかかると予想されます。 

2008年の4兆元の財政刺激策によってもた

らされた過剰生産能力と住宅バブルの教訓か

ら、李首相は中国政府は次の5年間でさらなる

財政刺激策は講じないことを明確にしました。 
 

減税政策 

中国政府は企業の負担軽減を目的として税

金および関連費用の劇的な軽減を計画してい

ます。 

2016年5月1日以降、増値税が営業税に取っ

て替わる「営改増」の試験的導入の対象産業

が建設業、不動産業、金融業および消費者

サービス業に広がります。これに伴い、認可を

経ない政府性基金が廃止されることになりま

す。ある一定の政府性基金への拠出金の徴収

は停止または統合される予定で、より多くの企

業が水利建設基金およびその他の政府性基

金への拠出を免除される予定です。現在、零

細企業（中国語では「小微企業」）にのみ適用さ

れる18項目の行政費用の免除が、全ての企業

および個人に適用される予定です。 

これらの政策を通じて、企業と個人には総額

で5,000億元の税負担が軽減されるものと見込

まれます。 
 

 

柔軟で適切な金融政策 
経済活動を促進するために、中国は十分な
流動性を市場に提供することを公約していま
す。2016年は、M2マネーサプライおよび経済
全体の資金調達規模が約13％増大すると予想
されています。中国政府は、あらゆる金融政策
手段を駆使して資金調達コストを低減させ、実
体経済、特に小規模企業および零細企業、な
らびに農業セクターを支援することを公約して
います。 

また、政府は金融セクターのさらなる改革を
推し進めています。金利がさらに自由化され、
人民元為替レートの安定を確保するために人
民元為替レートの設定に関するマーケット・
ベース・メカニズム（市場原理に基づく制度）が
改善されることが予想されます。政府はプライ
ベート・バンキングを奨励し、株式・債券市場に
改革をもたらし、資本市場の発展に法の支配を
確立させ、直接金融の割合を引き上げることを
計画しています。これにより、深セン・香港株式
相互取引が時期を見計らって開始される予定
です。さらに、異常災害保険制度の創設が予定
されており、政府はインターネット金融を推進
し、インクルーシブ・ファイナンスおよびグリー
ン・ファイナンスの発展を支援する見通しです。 

しかし、長きにわたり渇望されている、承認
ベースから登録ベースのIPO制度への移行に
係る資本市場改革について、明らかに報告で
は言及していません。これは、中国当局内部で
も金融改革推進の確固たる決意があるものの、
その実現には依然として時間がかかることを示
唆しています。 

 

地方政府への権限委譲 

中国政府は、中央政府と地方政府に適切な

割合で増値税による歳入を確保しようとしていま

す。地方政府の歳入に属するとみなされる租税

は、対応する行政権とともに地方政府に権限が

委譲されます。中央政府から地方政府への特別

移転支出はさらに減額され、一方で一般移転支

出は2016年に12.2％増額される予定です。 

また、中国政府は全ての資源税に従価税率

を適用する見通しです。これにより、地方政府が

公債の発行により資金調達を行い、健全な財政

状態にありかつ債務リスクが低い地方政府の債

務限度を適度に引き上げることを可能にする規

制メカニズムの設立が期待されます。 
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2. サプライサイド（供給側）の構造 
改革および成長障壁撤廃の推進 

行政手続の簡素化 

中国政府は、行政手続を簡素化し、政府機

能を向上させ、業務改善を実現することを目指

しています。中央政府は、地方政府の全ての

権限および職責の一覧を公開し、市場に対す

るネガティブリストの試験運用を開始する予定

です。また中央政府は、行政規則を改正し、行

政上の階層を取り払い、形式主義を是正するこ

とを謳い、一般市民への機会均等と創造性の

尊重を掲げています。 

さらに、中央政府は「《インターネット・プラス》

政府サービス」モデルを実行に移し、一般市民

と企業が行政手続のために政府機関を訪れる

手間を省くために政府機関同士の情報共有を

改善する意向を示しています。 

起業の奨励 

中国政府はイノベーション主導の発展戦略

を実行に移し、実体経済の全体的な質と競争

力を改善することを公約しています。また政府

は、企業によるイノベーションの先導を確保し、

研究開発に関する追加の税額控除を認め、ハ

イテク企業およびそのインキュベーター（投資

家などの支援者）に対する税制上の優遇措置

を拡大することを公約しています。 

またクラウド・イノベーション、クラウド・サポー

ト、クラウド・ソーシング、およびクラウド・ファン

ディングのプラットフォーム、ならびにスタート

アップ企業のためのデモンストレーション・セン

ターの設立が予定されています。これらの施策

により、知的財産権の保護と利用が強化され、

その侵害とコピー商品の生産・販売の取り締ま

りが進むものと期待されます。 

過剰生産能力解消への取り組み 

過剰生産能力を解消するために、中国政府

は、特に鉄鋼・石炭産業における古くなった生

産施設の閉鎖に取り組んでいます。また政府は

「ゾンビ企業」の問題についても、合併や組織

再編、債務再編、清算といった手段を講じて積

極的に取り組むことを表明しています。 

国家発展改革委員会によると、1億から1億5,000

万トンの鉄鋼生産能力および5億トンの石炭生

産能力が今後5年間で削減される予定で、数百

万人の労働者が職を失うことが予想されていま

す。中央政府はこれらの産業で解雇される労働

者を支援するために、既に1,000億元を奨励金

および補助金に割り当てています。 

技術と製品品質の強化 
海外に出かける中国人旅行客の買い物熱に

対応して、中国政府は国内製品の品質および安

全基準を国際基準に沿った形で改善させること

で消費財の品質改善を目指しており、国内基準

に準拠していない製造業者には罰金を科す制

度を設立する予定です。政府は、柔軟かつカス

タマイズされた製造プロセスの利用を企業に推

奨し、より多様な製品やブランドの創造を促すた

め、最高のものづくりを目指す「職人技文化」を

育むことを計画しています。 

製造業のレベルを引き上げるために、政府は

メイド・イン・チャイナ2025（中国語では「中国製

造2025」）およびインターネット・プラス行動計画

の統合的進展に注力し、製造業の国家的イノ

ベーション・プラットフォームを構築し、スマート・

マニュファクチャリングの試験的プログラムを実

施し、グリーン・マニュファクチャリングを推進して

いく予定です。 

これにより、サービスセクターへのマーケットア

クセスの改善、特定製造分野への特化、消費者

サービスの洗練を通じて現代サービスセクター

の発展を加速させたい考えです。また、いくつか

の都市で光ケーブルネットワーク普及が推進さ

れ、5万カ所の行政村と接続されることになりま

す。 
 

国有企業改革の推進 

中国政府は、国有企業の業績と核心的競争

力の改善に取り組む予定であり、これに伴い当

該企業の中にはイノベーションや組織再編、合

併により改善が見込まれるケースや市場からの

撤退を迫られるケースが出てくるものと予想され

ます。政府は国有企業の株式保有構造の多様

化を公約しており、組織再編を通じて国有資本

投資運営会社の設立を加速化させ、国有企業

改革に関する地方政府の権限を拡大させる予

定です。 
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中国の肥大化した公共セクターでは100兆

元（約15兆米ドル）規模の資産が運用されて

おり、約3,700万人の職員が雇用され、中国

の工業生産高の40％を担い、国内銀行ロー

ン50％を占めています。しかし同セクターは

中国の債務および過剰生産能力問題の主な

原因の一つでもあります。公共セクターの在り

方の見直しと、その経営効率の改善は、中国

のサプライサイドの構造改革を成功へと導く

重要な課題と言えるでしょう。 

民間セクターの活性化 

中国の民間セクターは経済成長に不可欠な

存在であり、輸出の90％近くを担い、国有企業

よりも格段に高い収益性を実現しています。米

国の経済学者Nicholas Lardy氏は、同セクター

は拡大する都市部の労働力の重要な受け皿で

あると述べています。しかし中国の歴史的・イデ

オロギー的な理由から、民間セクターは浮き沈

みを経験してきた経緯があり、今日でも依然とし

て差別を受けるケースが見受けられます。 

民間セクターのポテンシャルを最大限に活用

するために、李首相は報告にて電力、通信、交

通、石油、天然ガスおよび地方自治体公益事

業について、民間による参入制限を大幅に緩

和することを公約しています。首相はさらに民間

企業に対しプロジェクトの検証および承認、資

金調達ならびに財政政策および税制、そして

土地利用について国有企業と同様の待遇を約

束しています。また、首相は政府があらゆる所

有形態の事業体について、その財産権の均等

な保護を約束することについても言及しました。

さらに、首相は民間企業に対し、国有企業改革

に参画するよう呼びかけました。 

2016年3月4日、習近平国家主席は中国人民

政治協商会議全国委員会に出席した折、中国

はその基本的経済制度に則り、公の所有が揺ら

ぐことはなく、その傍らで多様な所有形態を発展

させていくことを改めて強調しました。また習主

席は、中国が民間セクターに有利な環境を整備

することに専念していることにも言及しました。中

国政府はあらゆる所有形態の事業体の財産権

および利権を保護し、活力と創造力を刺激する

ことを目標に掲げています。これにより、民間セ

クターに対する新たな政策の変更に伴う不安が

払拭されることでしょう。 

将来を見据えて、政府は、所有の形態にか

かわらず、資本が生産性の高いセクターや活

動に流入することを保証する必要があります。 

3. 国内消費の拡大 

消費障壁の撤廃 

中国政府は消費環境を改善し、消費者の権

利と利益を保護することに努めています。

これにより、高齢者介護、ヘルスケアサービス、

家事、教育、ならびに文化およびスポーツ関連

サービスに対する消費が増え、情報サービス、ス

マートホームおよびパーソナライズド・ファッション

などの新興分野の成長が強化されるものと予想

されます。またオンラインとオフラインの間の交流

が刺激され、物流ネットワークと高速配送サービ

スが改善され、特定の消費財について輸入税が

引き下げられ、免税店の店舗数の増加が期待さ

れます。また、消費者金融会社の試験的導入を

中国全土で実施し、金融機関に対し消費者向け

の新たな金融商品の開発が奨励されるものと見

られます。 
 

効果的投資の促進 

インフラと公共サービスの弱点を補うために、

中国政府は2016年に策定した第13次五カ年計画

において盛り込んだ鉄道建設への投資8,000億

元超、道路建設1兆6,500億元、水利建設プロ

ジェクト20件、水力・原子力発電の主要プロジェク

ト、超高電圧送電、スマートグリッド、石油パイプ

ライン、ガスの輸送および都市部鉄道輸送を含

む多数のプロジェクトに着手する予定です。 

特定プロジェクトの資金はマーケット・ベース・

メカニズムにより調達されます。ローカルの資金

調達プラットフォームがマーケット・ベースの資金

調達にシフトすることが求められ、インフラなどの

有形資産の証券化の可能性が模索され、負債

による資金調達が増加するものと考えられます。

政府は官民パートナーシップ（PPP）モデルをさら

に推進し、民間投資家を広く募るために厳格に債

務を履行するものと見られます。 

新たな都市化の加速 

都市化は、国内需要の押し上げに最も有効で

あり、経済発展を持続させる最も強力な原動力

であると考えられています。政府は本年から農村

部出身者に都市戸籍を付与する取り組みを加速

させ、都市部における住宅の政府補助金による

増築を推進し、不動産市場の安定的で健全な

発展を推し進めたい考えです。 
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一方で、政府は環境に配慮した建築と建材

を積極的に奨励し、スマートシティを建設し、建

物の品質と都市部人口の居住環境を改善させ

ることも計画しています。 

地方発展の最適化 

中国政府は地方発展のために、一帯一路構

想の発展および京津冀（北京・天津・河北省）協

同発展計画、ならびに長江経済ベルトからなる

「三大戦略」をさらに推し進めていく考えです。ま

た中国政府は西部開発についても第13次五カ

年計画に盛り込み実施する予定であり、東北部

の旧産業基盤を活性化させ、中部地域の発展

を後押しし、東部のさらなる経済発展を支援する

意向を示しています。最後に、政府は国家海洋

戦略を打ち出しており、中国の海洋進出を促進

させることを表明しています。 

4. 現代農業の発展 
中国政府は、農業・農村・農家を支援し、農

村部の持続的な所得増加の実現を公約してい

ます。これにより、農家は市場の変化に応じて、

生産を調整し、過剰食糧備蓄を削減するよう指

導されることになります。また耕作限界に達した

土地を森林または草地に転用し、大規模農業

を推進し、イノベーションと農業技術を積極的に

取り入れ、高収量でコストパフォーマンスに優れ

た環境に優しい作物生産に取り組み、一方で

化学肥料と農薬の利用は横ばいに留めることが

目標に掲げられています。 

農村部のインフラを改善するために、政府は追

加で20万キロメートルに及ぶ道路を敷設または

改修し、舗装路を整備し、町や村へのバスによ

る交通手段を提供し、送電網を増設し、安全な

飲用水を提供する予定です。またEコマースが

農村部に導入される予定です。 

政府は、今年度において、農村部居住者

1,000万人の貧困を解消すると明言しています。

中央政府による貧困救済基金は43.4％増額され

る予定です。 

5. 国際協力の強化 
中国政府は2016年において、国内の地域的

発展と国際経済協力を推進することで、一帯一

路構想の着実な進展を熱望しています。具体的

には、他国・地域と協力して陸上の経済回廊と海

洋ハブを築き、接続性、経済・貿易協力および文

化交流を推進することを目指しています。 

政府は財政、税制、および金融面の補助的

政策を施行し、人民元海外協力基金を設立し、

二国間生産能力協力基金を積極的に活用する

ことを公約しています。これにより国際市場にお

いて中国の機械設備や技術、基準、サービス

のさらなる活用が促進され、中国製造業の国際

的認知度のさらなる向上が進むものと期待され

ます。 

輸出入の減少を食い止めるために、政府は

輸出税の割戻率の構造を改善し、短期輸出信

用保険の補償額を引き上げ、クロスボーダーeコ

マースの試験的導入を拡大し、輸出用の海外

倉庫の運用を拡大する企業を支援し、サービス

の輸出入の発展を促す革新的施策を実施すこ

とを意図しています。さらに加工貿易の中西部

への移転を促し、先端技術・先進設備・主要部

品の輸入を拡大することで、より積極的な輸入政

策を促進する意向を示しています。 

より多くの外国投資を誘致するために、政府

は市場参入規制を一層緩和し、サービス業およ

び一般製造業の開放をさらに推し進め、会社設

立手続の簡素化を目指しています。これにより、

新たに海外志向の産業クラスターが創出され、

中西部へのより多くの外国投資が促進され、同

時に環境保護と現代サービスセクターへの外国

投資を増加させることで、サプライサイドの改革

が進むものと期待されます。 

中国は包括的地域経済パートナーシップ協

定について積極的な協議を経て調印し、日中

韓自由貿易区の設立を加速化させる用意があ

ることを表明しています。また中国は米国および

欧州連合との個別の投資協定の協議を進める

意向を示しています。 
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6. エコ発展（「緑色発展」）の促進 
公害の抑制および環境保護は中国政府の最

優先課題の一つです。本年、政府は化学的酸

素要求量およびアンモニア態窒素排出量を

2％、ならびに二酸化硫黄および窒素酸化物を

3％削減し、主要地域における粒子状物質

（PM2.5）の濃度を削減することで大気・水質汚

染問題に取り組む考えです。さらに、政府は石

炭燃焼および自動車による排出量をさらに削減

し、石炭の効率的な利用を推進し、天然ガス供

給量を引き上げ、風力・太陽光・バイオマスエネ

ルギーの発展を支援する政策を改善し、全エネ

ルギー消費量に占めるクリーンエネルギーの割

合を引き上げる意向を示しています。 

また政府は、省エネで環境に優しい技術と機

械設備の使用を推奨し、大規模契約エネル

ギー管理および第三者による環境汚染処理を

促進し、人々にエネルギーと水の節約を呼びか

け、再生可能資源のリサイクル・ネットワークを改

善し、省エネ・環境保護産業を中国の持続可能

な発展の中心産業として位置づけることを表明

しています。 

自然林の商業伐採は禁止され、草地環境保

全の取り組み対する新たな補助金・奨励金が設

けられる予定です。また、砂漠化と土壌浸食を食

い止める取り組みが継続される予定です。 
 

7. 社会の発展および福祉の改善 
中国政府はよ り 積 極 的 な 雇 用 政 策 を

追求し、スタートアップ企業に雇用の創出を奨

励しています。これにより、失業者の再雇用と基

本的な生活支援の提供が期待できます。出稼

ぎ農民のスキル向上のために、2,100万件以上

の職業訓練の機会が提供される予定です。 

また政府は、十分な教育を平等に享受する

権利の保護を前面に押し出す考えです。これ

により、貧困層の多い中西部により多くの予算

が配分され、都市部と農村部で義務教育予算

が統合されることが期待されます。さらに、政府

は今後、遠隔教育を推進し、私立教育機関の

設立を支援していく予定です。 

また、医療サービス、医療保険、および製薬

業の協調的改革が掲げ られ てい ます 。

2016年度において、政府は重病保険スキームに

よる完全な補償を実現し、医療支援および補助

金に対し前年比9.6％増となる160億元を割り当

てる予定です。 

政府は農村部居住者と非就労都市部居住者と

の間で分かれる基本医療保険制度を統合し、

当該制度に対する政府補助金を国民一人当た

り380元から420元に引き上げることを予定してい

ます。また保健衛生サービスに対する年間の政

府基本補助金は国民一人当たりにつき40元か

ら45元に引き上げられます。同時に、定年退職

者に対する基本年金給付もまた引き上げられる

予定です。 

さらに、政府は都市部および農村部のコミュニ

ティの発展を重要課題に掲げており、労働組

合、共産党青年団、社会統治婦女連盟等の組

織への参画を広く推進していく予定です。同時

に、政府は産業団体や商工会議所と政府機関と

の連携を推進する予定です。社会組織は法に

基づき組織・規制され、特定社会事業、ボラン

ティア・サービスおよび慈善事業への支援が予

定されています。 

さらに、政府は新たなシンクタンクの創設や

新旧メディアの統合的発展、都市部・農村部

に対する公共・文化的資源の提供を通じ

て、文化セクターの改革と発展を推進すること

を表明しています。 
 

8. 政府改革と公共サービスの改善 
中国政府は法に基づく、革新的で透明な、

サービス重視型の、人々が満足できる政府の運

営を目指しています。この目標達成のため、イン

ターネットを含む新旧メディアを活用し、社会的

懸念事項に対し適時に対応することで、政府の

透明性の向上を図る考えです。 

政府は法に従いその義務を履行し、法の支配

の原則に則ることを保証します。また政府の声明

では、特定の権限の制限や新たな監督管理メカ

ニズムの採用などを通じて、私的な利益追求の

余地をなくし、汚職の温床を根絶させることが掲

げられています。 

政府は、自らが担う監視と説明責任の在り方

を見直し、政府の機能不全や惰性、怠慢を根本

から是正し、公職に着きながらその職務上の義

務を怠る者には容赦しない姿勢を打ち出してい

ます。 
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中国の第13次五カ年計画 

国務院が起草した「国民経済および社会の

発展に関する第13次五カ年計画要綱（草案）」

は、2015年10月に採択された「国民経済および

社会の発展に関する第13次五カ年計画の制定

に関する中国共産党中央委員会提案」（参考リ

ンク、http://www.pwccn.com/home/eng/ 

prosperity_masses_2020.html、英文）に基づい

たものです。 

李克強首相は、全国人民代表大会にて第13

次五カ年計画を発表した際、3つの基本理念を

示しました。これらの基本理念は、経済および

社会発展を常に最優先すること、厳格に構造

改革を推進すること、そして新たな技術・産業・

ビジネスモデルを含む新しい経済の発展を加

速させることです。特に、首相は以下の6つの

側面について強調しました。 
 

1. 中・高度成長率の維持、および中・
高度産業発展の推進 

– 全面的な小康社会を築き、2010年水準の
一人当たりGDPおよび個人所得を2020年ま

でに倍増させる。 

– 今後5年間で、GDP年間平均成長率を少な
くとも6.5％で維持する。 

– GDPに占める先進製造業、現代サービス産
業、および戦略的新興産業の割合を大きく

引き上げる。 

– 労働者一人当たりの生産性を8万7千元から
12万元超に引き上げる。 

– 中国全体の経済規模を90兆元超とする。 
 

2. イノベーションによる発展の確保 
– 新たな国家科学技術プログラムを策定し、先
進的な国家科学センターおよび技術イノ

ベーションハブを建設することで、イノベー

ション主導の発展戦略を実行する。 

– 起業とイノベーションを奨励する。 

– ビッグデータ、クラウド・コンピューティングお
よびIoT（モノのインターネット）の広範な適

用を推進する。 

– 中国の研究開発投資額をGDPの2.5％に引
き上げる。 

– 科学技術の発展による経済成長への貢献
度を60％に引き上げる。 

 

3. 都市化、農業現代化、および都市
部・農村部・地域間における発展
とそのバランスの改善 

– 都市部の定住人口は中国の全人口の60％
を占め、国民の45％が都市部定住者として

登録される見通しである。 

– 都市部に定住する約1億人の農村部出身
者に対し都市戸籍を付与する。中国の都市

部で約1億人が居住する発展途上エリアを

改築再建する。中西部地区における約1億

人の農村部出身者に対し同地区の市・町へ

の定住を可能にする。 

– 農業および現代種子産業における水利を
発展させ、農業の適度な規模の拡大を奨励

する。 

– 沿岸部、長江、および主要交通路に沿った
南北および東西の経済ベルトを交差させ、

新たな発展の基盤と都市クラスターを築き、

周辺地域の発展を促す。 

– 高速鉄道網を3万キロメートルにまで拡大し
主要都市の80％以上を結ぶ。 

– 高速道路を新たに約3万キロメートル敷設・
改修する。 

– 都市部および農村部におけるブロードバン
ド・アクセスを網羅的に整備する。 
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4. 環境に優しいワーク・ライフの奨励、
および生態系・環境保全の加速 

– 大気・水質・土壌汚染の防止・抑制に取り
組み、生態系の保全・回復に努める。 

– GDP単位当たりの水消費量、エネルギー
消費量、および二酸化炭素排出量をそれ

ぞれ23％、15％、18％削減し、森林被覆

率が23.04％に達することを確保する。 

– エネルギーと資源利用の効率を高め、生
態系と環境の質を改善する。 

– 大気汚染の抑制と防止について大幅な
改善を実現し、地級（日本の県に相当す

る行政単位）以上の都市の大気質が一年

の80％の期間において「優良」であること

を確保する。 
 

5. 新たな発展機関を創設し、改革開
放を深化 

– 基本的経済制度を堅持し改善する。 

– 財産権に関する現代的な制度を確立する。 

– 法治政府（法の支配の原則に則った政
府）の基本的な整備を確保する。 

– 市場が決定的な役割を担い、一方で政府
が資源配分における補助的役割を担うよ

うにする。 

– 一帯一路構想を前進させ、生産能力に関
する中国と他国の協力を推進する。 

– 輸出入を最適化し、サービス貿易の割合
を大きく引き上げる。 

– 外資参入に際して内国民待遇とネガティ
ブリスト管理制度を実施する。 

– 高水準の自由貿易区のネットワークを漸
進的に構築する。 

6. 生活水準の向上を実現し、人々に
発展の恩恵が行き渡ることを確保 

– 貧困ラインにある農村部居住者を支援し、
貧困の撲滅に努める。 

– 全ての農村部の貧困状態を緩和する。 

– 国家基本公共サービス・プロジェクト・リストを
設置する。 

– より平等で持続可能な社会保障制度を設立
する。 

– 全ての教育機関において国家教育基準に
準拠した義務教育が行われ、全国民が中等

教育を受けられるよう保証する。 

– 就労年齢人口が受ける平均教育年数を
10.23年から10.80年に引き上げることを確保

する。 

– 都市部において新たに5,000万件の雇用を
創出する。 

– 所得配分制度を改善し、所得格差を縮め、
全人口に占める中間所得層の割合を増やす。 

– 都市部の発展途上エリアにおける2,000万戸
の住居改築を含む、政府住宅支援制度の改

善を実現する。 

– 健全な国家を築き、平均寿命の一年増を実
現する。 

– 現代的公共・文化サービス制度を構築する。 
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結論 

中国経済は困難な課題に直面しています。消費・サービス主導経済への移行を推し進めな

がら比較的高い成長率を維持することは容易ではありません。しかし、習近平国家主席が指

摘したように、中国の基本的な経済ファンダメンタルズに変化はなく、中国の改革開放へのコ

ミットメントは不変であり、中国政府は依然として下方リスクを相殺する多くのツールとリソース

を有しています。政府の第13次五カ年計画における行動計画を読み解くと、中国経済はより

持続可能で健全な成長路線にあることを確信させる内容であると言えます。 

今日、中国は購買力平価で既に世界最大規模の経済を誇っています。私どもの近著である

『The World in 2050』によると、中国ではGDPが年間3.4％前後で成長し、2025年までに米国を

追い抜き世界最大の経済大国になると予想されます。 

「新常態（ニューノーマル）」下では、経済規模が依然として重視されます。しかしそれだけで

はなく、中国政府とその指導者は、第13次五カ年計画の目標達成に多数の要因を考慮するこ

との必要性も認識しています。つまり、6.5％の経済成長、イノベーションおよび先端技術によ

る効率の改善、並びに失業と雇用創出、環境・社会的検討事項、 そ し て 効率的な政府運

営と継続的な構造改革との間でデリケートなバランスを保つことが今後の中国の行方を左右

すると言えるでしょう。 
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